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厚生年金基金の特例解散に伴う特別損失の発生に関するお知らせ 

 
平成 27 年 12 月４日「特別利益の発生、特別損失の発生見込みに関するお知らせ」にて開示しましたとお

り、当社が加入する「大阪府貨物運送厚生年金基金」は、平成 26 年２月 25 日開催の代議員会において、特

例解散の方針を決議いたしました。 

その後、解散認可申請に必要な事業主及び加入員等の同意書の取得が完了したことにより翌期以降に解散

による損失が発生する可能性が高く、かつ、解散手続の進行に伴い現時点の解散スケジュールに基づく合理

的な見積りが可能な状況となったことから、平成 28 年３月期第３四半期決算において特別損失として計上

することといたしましたので、お知らせいたします。 

なお、解散に伴う損失の金額につきましては、代行部分積立不足額の確定が基金の清算業務終了時点とな

るため未だ確定には至っておりません。 

 

記 

 

１．厚生年金基金の解散に伴う損失の発生と業績に与える影響 

  同基金の解散に伴う損失見込額について、特別損失に厚生年金基金解散損失引当金繰入額 719 百万円、

固定負債に厚生年金基金解散損失引当金 719 百万円を平成 28 年３月期第３四半期決算に計上いたします。 

なお、平成 28 年３月期通期の連結業績予想は現時点では変更しておりません。業績の総合的な状況を

踏まえ、業績予想の修正が必要な場合は速やかに開示いたします。 

 

２．今後の見通し 

同基金の解散の時期につきましては、厚生労働省の認可等が必要であり、実際の解散は来年度以降とな

る見込みであります。 

また、実際の当該積立不足額の国への納付時期は、解散の認可後、１年から 1年半程度経過してからと

なる見込みであります。 

 

                                             以 上 


